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１　本書は、半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織

（EDINET）を使用して、2026年11月10日に提出したデータに目次及び頁を付して出力・印刷

したものです。

２　本書には、上記の方法により提出した半期報告書に添付された期中レビュー報告書及び上記

の半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に綴じ込んでいます。
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回次
2025年度

中間連結会計期間
2026年度

中間連結会計期間
2025年度

会計期間
自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2026年４月１日
至　2026年９月30日

自　2025年４月１日
至　2026年３月31日

売上高 百万円 5,729,522 6,267,217 12,479,620

営業利益 百万円 768,929 1,098,828 1,447,507

税引前利益 百万円 798,362 1,100,645 1,422,374

当社株主に帰属する中間（当期）純利益

（損失）
百万円 598,877 791,764 △326,865

当社株主に帰属する中間包括利益又は

包括利益
百万円 720,295 739,597 1,497,997

当社株主に帰属する資本 百万円 7,687,602 8,550,372 8,119,011

総資産額 百万円 36,127,949 16,667,715 15,683,490

基本的１株当たり当社株主に帰属する中間

（当期）純利益（損失）
円 99.83 134.89 △54.70

希薄化後１株当たり当社株主に帰属する中

間（当期）純利益（損失）
円 99.22 134.30 △54.36

株主資本比率 ％ 21.3 51.3 51.8

営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 471,616 655,360 1,945,617

投資活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △393,971 △607,828 △1,970,542

財務活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △383,371 △229,349 △842,761

現金及び現金同等物中間期末（期末）残高 百万円 2,667,965 2,009,334 2,208,879

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）1   当社及び当社の連結子会社（以下「ソニー」又は「ソニーグループ」）の要約中間連結財務諸表は、国際財

務報告基準（以下「IFRS」）によって作成されています。

2   持分法による投資損益は、営業利益の一部として表示しています。

3   株主資本比率は、当社株主に帰属する資本を用いて算出しています。

4   ソニーは要約中間連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

していません。
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２【事業の内容】

　2026年度中間連結会計期間において、ソニーが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　2026年９月30日現在の子会社数は1,544社、関連会社は147社であり、このうち連結子会社（ストラクチャード・エ

ンティティを含む）は1,499社、持分法適用会社（共同支配企業を含む）は133社です。

　また、2026年度中間連結会計期間において、ソニーフィナンシャルグループ株式会社（以下「SFGI」）を持分法適

用の範囲から除外しています。詳細は、「第４　経理の状況」　要約中間連結財務諸表注記『６．関連会社及び共同

支配企業に対する投資』をご参照ください。

　なお、当社の要約中間連結財務諸表はIFRSにもとづき作成されており、関係会社の情報についてもIFRSの定義にも

とづいて開示しています。「第２　事業の状況」においても同様です。

- 2 -

2026/11/09 12:35:01／26382411_ソニーグループ株式会社_半期報告書（法24条の5第1項の表の第1号又は第2号に基づくもの）



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

2026年６月18日に提出した前事業年度の有価証券報告書の「事業等のリスク」に記載した内容から重要な変更はあ

りません。なお、文中の将来に関する事項は本書提出日現在において判断したものです。
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2025年度 2026年度

中間連結会計期間 中間連結会計期間

億円 億円

売上高 57,295 62,672

営業利益 7,689 10,988

税引前利益 7,984 11,006

当社株主に帰属する中間純利益 5,705 7,918

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）財政状態及び経営成績の状況

　当社は、金融事業を営む完全子会社であったSFGIのパーシャル・スピンオフ（以下「金融事業のパーシャル・スピ

ンオフ」）を2025年10月１日付で実行しました。金融事業のパーシャル・スピンオフの実行方針に係る2025年５月14

日の当社取締役会決議にともない、2025年度第１四半期連結会計期間より、IFRSに従い、金融事業を非継続事業に分

類し、金融事業を除く継続事業とは区分して表示しているため、当社株主に帰属する中間純利益及びキャッシュ・フ

ローの状況については、2025年度中間連結会計期間（以下「前年同期」）の継続事業の金額を用いて比較・分析を行

っています。なお、2026年度中間連結会計期間（以下「当中間連結会計期間」）においては、非継続事業からの純損

益及びキャッシュ・フローを計上していないため、継続事業と連結の金額に差はありません。非継続事業の詳細につ

いては、「第４　経理の状況」 要約中間連結財務諸表注記『13．非継続事業』をご参照ください。

　全ての財務情報はIFRSに則って算出されています。各分野の売上高はセグメント間取引消去前のものであり、また

各分野の営業損益はセグメント間取引消去前のもので配賦不能費用は含まれていません。各分野に含まれる製品カテ

ゴリーに関する詳細については、「第４　経理の状況」 要約中間連結財務諸表注記『４．セグメント情報』をご参

照ください。

　　　連結業績概況

　当中間連結会計期間の業績は以下のとおりです（（＋）は主な改善要因、（－）は主な悪化要因）。

売上高：６兆2,672億円（前年同期比5,377億円増加）

（＋）映画分野及び音楽分野の増収

営業利益：１兆988億円（前年同期比3,299億円増加）

（＋）ゲーム＆ネットワークサービス（以下「Ｇ＆ＮＳ」）分野、映画分野及びイメージング＆センシング・ソ

リューション（以下「Ｉ＆ＳＳ」）分野の増益

営業利益に含まれる持分法による投資利益（損失）：208億円の損失（前年同期比174億円の損失増加）

（－）その他分野におけるソニー・ホンダモビリティ㈱の持分法投資損失の増加

金融収益（費用）（純額）：18億円の収益（前年同期比276億円の収益減少）

（－）株式評価益（純額）の減少

詳細については、「第４　経理の状況」 要約中間連結財務諸表注記『５．金融商品』をご参照ください。

税引前利益：１兆1,006億円（前年同期比3,023億円増加）

法人所得税：2,938億円（前年同期比767億円増加）

実効税率：26.7％（前年同期は27.2％）

税率の変動は主に以下の要因によるものです。

・税引前利益に占める米国における利益の比率の増加

当社株主に帰属する中間純利益：7,918億円（前年同期比2,213億円増加）

当中間連結会計期間の分野別の業績は以下のとおりです。
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ゲーム＆ネットワークサービス（Ｇ＆ＮＳ）分野

売上高：２兆1,456億円（前年同期比959億円増加、為替影響：＋1,547億円）

（＋）為替の影響

（＋）ネットワークサービスの増収

（－）販売台数減少によるハードウェアの減収

営業利益：4,221億円（前年同期比1,538億円増加、為替影響：＋277億円）

（＋）米国関税還付の影響

（＋）ネットワークサービスの増収の影響

（＋）前年同期に計上したBungie, Inc.の一部無形資産等の減損の反動（315億円）

音楽分野

　音楽分野の業績には、日本の㈱ソニー・ミュージックエンタテインメントの円ベースでの業績、ならびにその他全

世界にある子会社の業績を米ドルベースで連結している、Sony Music Entertainment（以下「SME」）及びSony 

Music Publishing LLC（以下「SMP」）の円換算後の業績が含まれています。

売上高：１兆1,604億円（前年同期比1,527億円増加、為替影響：＋763億円）

（＋）為替の影響

（＋）音楽制作及び音楽出版におけるストリーミングサービスからの収入増加

営業利益：2,286億円（前年同期比205億円増加）

（＋）ストリーミングサービスからの収入増加の影響

映画分野

　映画分野の業績は、全世界にある子会社の業績を米ドルベースで連結しているSony Pictures Entertainment Inc.

（以下「SPE」）の円換算後の業績です。ソニーはSPEの業績を米ドルで分析しているため、以下の要因分析は米ドル

ベースのものです。

売上高：8,288億円（前年同期比1,556億円増加、米ドルベース：595百万米ドル増収）

（＋）映画製作における、主に「スパイダーマン：ブランド・ニュー・デイ」の貢献による劇場興行収入の増加

（－）テレビ番組制作における納入作品数の減少

営業利益：1,174億円（前年同期比848億円増加、米ドルベース：515百万米ドル増益）

（＋）映画製作における増収の影響

エンタテインメント・テクノロジー＆サービス（ＥＴ＆Ｓ）分野

売上高：１兆1,117億円（前年同期比ほぼ横ばい、為替影響：＋650億円）

（＋）為替の影響

（－）イメージングをはじめとする各事業における販売台数の減少

営業利益：1,067億円（前年同期比26億円増加、為替影響：＋156億円）

（＋）米国関税還付の影響

（－）イメージング及びサウンドにおける減収の影響

イメージング＆センシング・ソリューション（Ｉ＆ＳＳ）分野

売上高：１兆904億円（前年同期比676億円増加、為替影響：＋815億円）

（＋）為替の影響

（－）モバイル機器向けイメージセンサーの減収
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（－）販売数量の減少

（＋）製品ミックスの改善

営業利益：2,768億円（前年同期比843億円増加、為替影響：＋491億円）

（＋）為替の好影響

所在地別の業績

　所在地別の業績は、顧客の所在国又は地域別に分類した売上高を「第４　経理の状況」 要約中間連結財務諸表注

記『４．セグメント情報』に記載しています。

為替変動とリスクヘッジ

　下記の記載以外に、2026年６月18日に提出した前事業年度の有価証券報告書に記載した内容から重要な変更はあり

ません。為替相場は変動していますが、リスクヘッジの方針についても前述の報告書に記載した内容から重要な変更

はありません。

　当中間連結会計期間の米ドル、ユーロに対する平均円レートはそれぞれ159.3円、184.3円となり、前年同期の平均

レートに比べ、米ドルに対して13.4円の円安、ユーロに対して16.4円の円安となりました。

　当中間連結会計期間の連結売上高は、前年同期比９％増加し、６兆2,672億円となりました。前年同期の為替レー

トを適用した場合は、連結売上高は約２％の増収となります。為替変動による売上高及び営業損益への影響について

は後述の『注記』をご参照ください。

　各分野の売上高及び営業損益への為替変動による影響については、「財政状態及び経営成績の状況」の分野別営業

概況における各分野の分析をご参照ください。為替の影響が大きかった分野について、その影響に言及しています。

『注記』

前年同期の為替レートを適用した場合の売上高の状況、及び為替変動による影響額について

　前年同期の為替レートを適用した場合の売上高の状況は、当中間連結会計期間の現地通貨建て月別売上高に対し、

前年同期の月次平均レートを適用して算出しています。ただし、音楽分野のSME及びSMP、ならびに映画分野について

は、米ドルベースで集計した上で、前年同期の月次平均米ドル円レートを適用した金額を算出しています。

　映画分野の業績の状況は、米国を拠点とするSPEが、全世界にある子会社の業績を米ドルベースで連結しているこ

とから、米ドルベースで記載しています。

　為替変動による影響額は、売上高については前年同期及び当中間連結会計期間における平均為替レートの変動を主

要な取引通貨建て売上高に適用して算出し、営業損益についてはこの売上高への為替変動による影響額から、同様の

方法で算出した売上原価ならびに販売費及び一般管理費への為替変動による影響額を差し引いて算出しています。Ｉ

＆ＳＳ分野において独自に為替ヘッジ取引を実施した場合、同取引による影響は、同分野の売上高及び営業損益への

為替変動による影響額に含まれています。

　これらの情報はIFRSに則って開示されるソニーの要約中間連結財務諸表を代替するものではありません。しかしな

がら、これらの開示は、投資家の皆様にソニーの営業概況をご理解頂くための有益な分析情報と考えています。
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キャッシュ・フローの状況

　営業活動によるキャッシュ・フロー：6,554億円の受取超過（前年同期比1,631億円の受取の増加）

（＋）非資金調整項目（減価償却費及び償却費（契約コストの償却を含む）、その他の営業損（益）（純額）、

有価証券に関する利益（純額）ならびに持分法による投資損失（純額）（受取配当金相殺後））を加味し

た税引前利益の増加

（－）法人所得税の支払額の増加

　投資活動によるキャッシュ・フロー：6,078億円の支払超過（前年同期比2,301億円の支払の増加）

（－）ビジネスの買収等による支出の増加

　財務活動によるキャッシュ・フロー：2,293億円の支払超過（前年同期比1,448億円の支払の減少）

（＋）長期借入債務による調達額の増加

（＋）非支配持分からの払込による収入の増加

（－）自己株式の取得額の増加

為替変動の影響を加味した2026年９月末の要約中間連結財政状態計算書の現金及び現金同等物残高：２兆93億円

（2026年３月末比1,995億円の減少）

（２）経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

　2026年６月18日に提出した前事業年度の有価証券報告書の「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載し

た内容から重要な変更はありません。なお、文中の将来に関する事項は本書提出日現在において判断したものです。

（３）研究開発活動

2026年度中間連結会計期間の連結研究開発費は、3,475億円でした。

なお、2026年度中間連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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（４）資本の財源及び資金の流動性についての分析

下記の金融機関とのコミットメントラインに係る記載等以外に、2026年６月18日に提出した前事業年度の有価証券

報告書の「資本の財源及び資金の流動性についての分析」に記載した内容から重要な変更はありません。変更点は下

線部で示してあります。なお、文中の将来に関する事項は本書提出日現在において判断したものです。

流動性マネジメントと資金の調達

　ソニーは、事業活動に必要な流動性を保ちながら健全な財政状態を維持することを財務の重要な目標と考えていま

す。ソニーは、現金及び現金同等物（以下「現預金等」。ただし、国の規制等で資金の移動に制約があるものを除

く）及びコミットメントラインの未使用額を合わせた金額を流動性として位置づけています。

　流動性の保持に必要な資金は、営業活動及び投資活動（資産売却を含む）によるキャッシュ・フロー及び現預金等

でまかないますが、ソニーは必要に応じて社債、コマーシャル・ペーパー（以下「CP」）、銀行借入等の手段を通じ

て、金融・資本市場からの資金調達を行っています。

　当社、英国の子会社Sony Global Treasury Services Plc（以下「SGTS」）及び米国の子会社Sony Capital 

Corporation（以下「SCC」）は日本・米国・欧州の各市場へアクセス可能なCPプログラム枠を有しています。2026年

９月末時点で当社、SGTS及びSCCは、円換算で合計１兆2,856億円分のCPプログラム枠を保有しています。2026年９月

末における発行残高はありません。

　当社は、2026年６月に総額10億米ドルの米ドル建て無担保普通社債を発行しました。この発行により調達した資金

は、その全額を、一般事業用資金に充当しました。

　金融・資本市場が不安定な混乱状況に陥り、前述の手段により十分な資金調達ができなくなった場合に備え、ソニ

ーは、多様な金融機関との契約によるコミットメントラインも保持しています。2026年９月末の未使用のコミットメ

ントラインの総額は円換算で7,821億円です。未使用のコミットメントラインの内訳は、日本の銀行団と結んでいる

3,500億円の円貨コミットメントライン、日本の銀行団と結んでいる1,700百万米ドルの複数通貨建てコミットメント

ライン、外国の銀行団と結んでいる1,050百万米ドルの複数通貨建てコミットメントラインです。金融・資本市場の

流動性がなくなった場合でも、ソニーは現預金等及びこれらのコミットメントラインを使用することによって十分な

流動性を維持することができると現時点では考えています。

　ソニーは、流動性及び資本政策に対する財務の柔軟性を確保し、金融・資本市場を通じた十分な資金リソースへの

アクセスを保持するため、安定した一定水準の信用格付けの維持を重要な経営目標の一つと位置づけています。ただ

し、グループ全体の主要な資金調達に関する金融機関との契約において、ソニーの信用格付けが低下した場合に、強

制的に早期弁済を求められるものはありません。また、これら契約のうち一部のコミットメントライン契約について

は、ソニーの信用格付けにより借入コストが変動する条件が含まれているものがありますが、未使用のコミットメン

トラインからの借入を禁ずる条項を含んでいるものはありません。
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３【重要な契約等】

　2026年度中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,000,000,000

計 18,000,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末現在発行数（株）

（2026年９月30日）
提出日現在発行数（株）

（2026年11月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,965,316,326 5,965,316,326
東京・ニューヨーク

各証券取引所

単元株式数は

100株

計 5,965,316,326 5,965,316,326 - -

②【発行済株式】

（注）　東京証券取引所についてはプライム市場に上場されています。
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（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2026年４月１日～

2026年９月30日 *
△184,494 5,965,316 - 881,357 - -

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（注）* 発行済株式総数の減少は、2026年５月29日付の自己株式の消却によるものです。
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2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口）*1
東京都港区赤坂１－８－１　赤坂イ

ンターシティAIR 
1,025,280 17.56

MOXLEY AND CO LLC *2

（常任代理人　㈱三菱UFJ銀行）

383 MADISON AVENUE, FLOOR 11 NEW 

YORK, NEW YORK 10179 U.S.A.

（東京都千代田区丸の内１－４－５）

508,088 8.70

㈱日本カストディ銀行（信託口）*1 東京都中央区晴海１－８－12 396,765 6.79

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 *3

（常任代理人　㈱みずほ銀行）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, 

BOSTON, MASSACHUSETTS

（東京都港区港南２－15－１　品川イ

ンターシティA棟）

186,050 3.19

GOVERNMENT OF NORWAY

（常任代理人　シティバンク、エヌ・エイ　東京支

店）

BANKPLASSEN 2, 0107 OSLO 1 OSLO  

0107 NO

（東京都新宿区新宿６－27－30）

117,906 2.02

THE CHASE MANHATTAN BANK, N.A. LONDONSECS 

LENDING OMNIBUS ACCOUNT *3

（常任代理人　㈱みずほ銀行）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET 

LONDON EC2P 2HD, ENGLAND

（東京都港区港南２－15－１　品川イ

ンターシティA棟）

94,579 1.62

JP MORGAN CHASE BANK 385781 *3

（常任代理人　㈱みずほ銀行）

25 BANK STREET, CANARY WHARF, 

LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM

（東京都港区港南２－15－１　品川イ

ンターシティA棟）

88,709 1.52

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 *3

（常任代理人　㈱みずほ銀行）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, 

BOSTON, MASSACHUSETTS

（東京都港区港南２－15－１　品川イ

ンターシティA棟）

61,970 1.06

BNYM AS AGT/CLTS NON TREATY JASDEC *3

（常任代理人　㈱三菱UFJ銀行）

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, 

NEW YORK 10286, U.S.A.

（東京都千代田区丸の内１－４－５）

59,774 1.02

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140042 *3

（常任代理人　㈱みずほ銀行）

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, NY 

10286, U.S.A.

（東京都港区港南２－15－１　品川イ

ンターシティA棟）

58,696 1.01

計 - 2,597,816 44.48

（５）【大株主の状況】

　（注）*1 各社の所有株式は、全て各社が証券投資信託等の信託を受けている株式です。

*2 ADR（米国預託証券）の受託機関であるJPMorgan Chase Bank, N.A.の株式名義人です。

*3 主として欧米の機関投資家の所有する株式の保管業務を行うとともに、当該機関投資家の株式名義人となっ

ています。
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氏名又は名称
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

三井住友トラスト・アセット

マネジメント㈱及び

共同保有者１社

361,355 5.88

氏名又は名称
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

ブラックロック・ジャパン㈱及び

共同保有者11社
532,554 8.53

氏名又は名称
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

野村アセットマネジメント㈱及び

共同保有者３社
63,157 5.01

 4 2025年９月19日付で公衆の縦覧に供された三井住友信託銀行㈱を提出者とする大量保有報告書の変更報告書

において、三井住友トラスト・アセットマネジメント㈱他１社が2025年９月15日現在で以下のとおり当社の

株券等を保有している旨が記載されていますが、当社としては当中間会計期間末現在における実質所有状況

の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めていません。

 5 2024年12月５日付で公衆の縦覧に供されたブラックロック・ジャパン㈱を提出者とする大量保有報告書の変

更報告書において、ブラックロック・ジャパン㈱他11社が2024年11月29日現在で以下のとおり当社の株券等

を保有している旨が記載されていますが、当社としては当中間会計期間末現在における実質所有状況の確認

ができませんので、上記大株主の状況には含めていません。

 6 2020年10月６日付で公衆の縦覧に供された野村アセットマネジメント㈱を提出者とする大量保有報告書にお

いて、野村アセットマネジメント㈱他３社が2020年９月30日現在で以下のとおり当社の株券等を保有してい

る旨が記載されていますが、当社としては当中間会計期間末現在における実質所有状況の確認ができません

ので、上記大株主の状況には含めていません。
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2026年９月30日現在

区　　　　分 株式数（株） 議決権の数（個） 内　　　容

無議決権株式 - - - -

議決権制限株式（自己株式等） - - - -

議決権制限株式（その他） - - - -

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　　　125,470,300 - -

完全議決権株式（その他） 普通株式　　　　　5,837,375,000 58,373,750 -

単元未満株式 普通株式　　　　　　　2,471,026 - １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 5,965,316,326 - -

総株主の議決権 - 58,373,750 -

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）「完全議決権株式（その他）」の「株式数」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の普通株式が94,300株含まれて

います。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る普通株式の議決権の数が943個含

まれています。

2026年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

ソニーグループ㈱

（自己保有株式）

東京都港区港南１－

７－１
125,470,300 - 125,470,300 2.10

計 - 125,470,300 - 125,470,300 2.10

②【自己株式等】

（注）1 株主名簿上は当社名義となっていますが、当社が実質的に所有していない普通株式が1,500株あり、当該株式

数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれています。

2 2026年10月１日から2026年10月31日までの間に、新株予約権の権利行使にともない、自己株式を処分したこと

により、自己株式は383,500株減少しています。
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２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第

28号。以下「連結財務諸表規則」という。）第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」（以下

「IAS第34号」）に準拠して作成しています。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しています。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定にもとづき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９

月30日まで）に係る要約中間連結財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人による期中レビューを受けていま

す。
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区分 注記
番号

2025年度末
(2026年３月31日)

2026年度
中間連結会計期間末
(2026年９月30日)

金額（百万円） 金額（百万円）

（資産の部）

流動資産

現金及び現金同等物 2,208,879 2,009,334

営業債権、その他の債権及び契約資産 1,821,916 2,174,335

棚卸資産 1,227,351 1,452,548

その他の金融資産 *5 28,167 32,117

その他の流動資産 663,678 695,049

流動資産合計 5,949,991 6,363,383

非流動資産

持分法で会計処理されている投資 *6 483,709 348,952

有形固定資産 1,453,805 1,389,232

使用権資産 524,345 536,894

のれん 1,673,906 1,653,097

コンテンツ資産 *7,11 2,558,615 3,156,439

その他の無形資産 *7 659,578 655,666

繰延税金資産 560,800 547,050

その他の金融資産 *5 1,173,819 1,341,404

その他の非流動資産 644,922 675,598

非流動資産合計 9,733,499 10,304,332

資産合計 15,683,490 16,667,715

１【要約中間連結財務諸表】

（１）【要約中間連結財政状態計算書】
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区分 注記
番号

2025年度末
(2026年３月31日)

2026年度
中間連結会計期間末
(2026年９月30日)

金額（百万円） 金額（百万円）

（負債の部）

流動負債

短期借入金 51,183 45,904

リース負債 94,160 97,956

１年以内に返済期限の到来する長期借入債務 *5 166,410 165,932

営業債務及びその他の債務 2,240,566 2,331,088

未払法人所得税 196,000 238,429

映画分野における未払分配金債務 223,233 196,516

契約負債 594,336 735,814

その他の金融負債 *5 115,785 25,652

その他の流動負債 1,350,951 1,267,220

流動負債合計 5,032,624 5,104,511

非流動負債

長期借入債務 *5,11 824,393 1,236,034

リース負債 533,523 541,024

退職給付に係る負債 165,017 158,765

繰延税金負債 211,391 240,599

映画分野における未払分配金債務 140,893 126,382

その他の金融負債 *5 105,827 108,062

その他の非流動負債 156,233 148,780

非流動負債合計 2,137,277 2,559,646

負債合計 7,169,901 7,664,157
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区分 注記
番号

2025年度末
(2026年３月31日)

2026年度
中間連結会計期間末
(2026年９月30日)

金額（百万円） 金額（百万円）

（資本の部）

当社株主に帰属する資本 *8

資本金 881,357 881,357

資本剰余金 1,465,499 895,196

利益剰余金 5,294,890 6,009,810

累積その他の包括利益 1,229,371 1,180,202

自己株式 △752,106 △416,193

当社株主に帰属する資本合計 8,119,011 8,550,372

非支配持分 *11 394,578 453,186

資本合計 8,513,589 9,003,558

負債及び資本合計 15,683,490 16,667,715
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区分
注記
番号

2025年度
中間連結会計期間

(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

2026年度
中間連結会計期間

(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

金額（百万円） 金額（百万円）

継続事業

売上高 *9 5,729,522 6,267,217

売上原価、販売費・一般管理費及びその他の一般費用

売上原価 3,875,440 3,958,403

販売費及び一般管理費 1,067,751 1,197,539

その他の営業損（益）（純額） 14,044 △8,334

売上原価、販売費・一般管理費及びその他の一般費
用合計

4,957,235 5,147,608

持分法による投資利益（損失） △3,358 △20,781

営業利益 768,929 1,098,828

金融収益 79,965 45,728

金融費用 50,532 43,911

税引前利益 798,362 1,100,645

法人所得税 217,135 293,785

継続事業からの中間純利益 581,227 806,860

非継続事業

非継続事業からの中間純利益 *13 28,425 －

中間純利益 609,652 806,860

中間純利益の帰属

当社株主 598,877 791,764

継続事業からの純利益 570,452 791,764

非継続事業からの純利益 28,425 －

非支配持分 10,775 15,096

１株当たり情報 *10

当社株主に帰属する中間純利益

－基本的 99.83円 134.89円

継続事業 95.09円 134.89円

非継続事業 4.74円 －円

－希薄化後 99.22円 134.30円

継続事業 94.51円 134.30円

非継続事業 4.71円 －円

（２）【要約中間連結損益計算書】
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区分
注記
番号

2025年度
中間連結会計期間

(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

2026年度
中間連結会計期間

(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

金額（百万円） 金額（百万円）

中間包括利益

中間純利益 609,652 806,860

その他の包括利益（税効果考慮後） *8

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて公正価値で測定す
る資本性金融商品の変動

2,516 29,690

確定給付制度の再測定 6 △1,655

持分法によるその他の包括利益 151 9

非継続事業からのその他の包括利益 *13 857 －

純損益に振り替えられる可能性のある項目

キャッシュ・フロー・ヘッジ △4,548 △416

在外営業活動体の換算差額 90,883 △104,475

持分法によるその他の包括利益 758 24,493

非継続事業からのその他の包括利益 *13 30,112 －

その他の包括利益（税効果考慮後）合計 120,735 △52,354

中間包括利益 730,387 754,506

中間包括利益の合計の内訳

継続事業からの包括利益 670,993 754,506

非継続事業からの包括利益 *13 59,394 －

中間包括利益の帰属

当社株主 720,295 739,597

継続事業からの包括利益 660,901 739,597

非継続事業からの包括利益 *13 59,394 －

非支配持分 10,092 14,909

（３）【要約中間連結包括利益計算書】
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区分
注記
番号

金額（百万円）

資本金 資本剰余金 利益剰余金
累積その他
の包括利益

所有者分配目
的保有に分類
された処分グ
ループに直接
関連する累積
その他の包括

利益

自己株式
当社株主に
帰属する
資本合計

非支配
持分

資本合計

2025年４月１日現在残高 881,357 1,483,527 6,678,168 △566,447 － △296,860 8,179,745 330,406 8,510,151

中間包括利益

中間純利益 598,877 598,877 10,775 609,652

その他の包括利益（税
効果考慮後）

*8 56,155 65,263 121,418 △683 120,735

中間包括利益合計 598,877 56,155 65,263 720,295 10,092 730,387

利益剰余金への振替額 754 △824 70 － －

株主との取引等

株式報酬取引にもとづ
く株式の交付

1,364 26,897 28,261 28,261

株式報酬取引にともな
う報酬費用

8,112 8,112 8,112

配当金 △60,250 △60,250 △19,032 △79,282

現物配当 △955,700 △955,700 △955,700

自己株式の取得 △219,365 △219,365 △219,365

自己株式の処分 0 0 0 0

所有者分配目的保有へ
の振替

1,447,112 △1,447,112 － －

非支配持分株主との取
引及びその他

△18,706 5,210 △13,496 △15,007 △28,503

2025年９月30日現在残高 881,357 1,474,297 6,261,849 941,206 △1,381,779 △489,328 7,687,602 306,459 7,994,061

（４）【要約中間連結持分変動計算書】
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区分
注記
番号

金額（百万円）

資本金 資本剰余金 利益剰余金
累積その他
の包括利益

自己株式
当社株主に
帰属する
資本合計

非支配
持分

資本合計

2026年４月１日現在残高 881,357 1,465,499 5,294,890 1,229,371 △752,106 8,119,011 394,578 8,513,589

中間包括利益

中間純利益 791,764 791,764 15,096 806,860

その他の包括利益（税
効果考慮後）

*8 △52,167 △52,167 △187 △52,354

中間包括利益合計 791,764 △52,167 739,597 14,909 754,506

利益剰余金への振替額 △2,998 2,998 － －

株主との取引等

株式報酬取引にもとづ
く株式の交付

△3,049 21,711 18,662 18,662

株式報酬取引にともな
う報酬費用

8,094 8,094 8,094

配当金 △73,846 △73,846 △15,331 △89,177

自己株式の取得 △263,365 △263,365 △263,365

自己株式の処分 0 0 0 0

自己株式の消却 △577,567 577,567 － －

非支配持分株主との取
引及びその他

*11 2,219 2,219 59,030 61,249

2026年９月30日現在残高 881,357 895,196 6,009,810 1,180,202 △416,193 8,550,372 453,186 9,003,558
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区分
注記
番号

2025年度
中間連結会計期間

(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

2026年度
中間連結会計期間

(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

金額（百万円） 金額（百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー

継続事業からの税引前利益 798,362 1,100,645

営業活動から得た現金及び現金同等物（純額）への継続
事業からの税引前利益の調整

減価償却費及び償却費（契約コストの償却を含む） 556,579 539,555

その他の営業損（益）（純額） 14,044 △8,334

有価証券に関する利益（純額） △38,907 △2,632

持分法による投資損失（純額）（受取配当金相殺後） 10,200 32,473

資産及び負債の増減

営業債権及び契約資産の増加 △212,064 △364,510

棚卸資産の増加 △344,176 △240,858

コンテンツ資産の増加 △295,046 △352,548

営業債務の増加 328,241 259,872

法人所得税以外の未払税金（純額）の増加・減少
（△）

△5,352 16,544

その他の金融資産及びその他の資産（流動）の増加 △65,172 △43,421

その他の金融負債及びその他の負債（流動）の増
加・減少（△）

△44,184 9,981

法人所得税の支払額 △89,895 △251,954

その他 △120,339 △39,453

継続事業からの営業活動キャッシュ・フロー小計 492,291 655,360

非継続事業からの営業活動キャッシュ・フロー △20,675 －

営業活動から得た現金及び現金同等物（純額） 471,616 655,360

（５）【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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区分
注記
番号

2025年度
中間連結会計期間

(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

2026年度
中間連結会計期間

(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

金額（百万円） 金額（百万円）

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産及びその他の無形資産の購入 △219,879 △277,211

有形固定資産及びその他の無形資産の売却 2,516 8,478

投資及び貸付 △110,943 △52,693

投資の売却又は償還及び貸付の回収 8,465 13,022

ビジネスの買収等による支出 *11 △63,494 △314,117

ビジネスの売却による収入 3,464 14,632

その他 2,181 61

継続事業からの投資活動キャッシュ・フロー小計 △377,690 △607,828

非継続事業からの投資活動キャッシュ・フロー △16,281 －

投資活動に使用した現金及び現金同等物（純額） △393,971 △607,828

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増加・減少（△）（純額） 3,132 △5,549

長期借入債務による調達 10,480 176,016

長期借入債務の返済 △36,630 △50,831

リース負債の返済 △46,535 △52,163

配当金の支払 △60,209 △73,783

自己株式の取得 △219,365 △263,365

非支配持分からの払込による収入 *11 － 69,074

その他 △24,991 △28,748

継続事業からの財務活動キャッシュ・フロー小計 △374,118 △229,349

非継続事業からの財務活動キャッシュ・フロー △9,253 －

財務活動に使用した現金及び現金同等物（純額） △383,371 △229,349

現金及び現金同等物に対する為替相場変動の影響額 △7,265 △17,728

現金及び現金同等物の純減少額 △312,991 △199,545

現金及び現金同等物期首残高 2,980,956 2,208,879

現金及び現金同等物中間期末残高 2,667,965 2,009,334

所有者分配目的保有資産に含まれる現金及び現金同等物 1,170,068 －

要約中間連結財政状態計算書の現金及び現金同等物 1,497,897 2,009,334
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

　当社は、日本に所在する株式会社です。当社及び当社の連結子会社（以下「ソニー」又は「ソニーグループ」）は、

様々な一般消費者向け、業務向け及び産業向けのエレクトロニクス製品・部品、具体的にはネットワークサービス、家

庭用ゲーム機、ゲームソフトウェア、テレビ、オーディオ・ビデオレコーダー及びプレーヤー、静止画・動画カメラ、

スマートフォン、イメージセンサー等を開発、設計、制作、製造、提供、販売しています。ソニーの主要な生産施設は

日本を含むアジアにあります。ソニーは、また、特定の製品の製造を外部の生産受託業者に委託しています。ソニーの

製品及びサービスは世界全地域において、販売子会社及び資本関係のない各地の卸売業者ならびにインターネットによ

る直接販売により販売、提供されています。ソニーは、音楽ソフトの企画、制作、製造、販売や、アーティストのライ

ブパフォーマンス及び物販、楽曲の詞及び曲の管理、ライセンスならびにアニメーション作品及びゲームアプリケーシ

ョンの制作、販売を行っています。ソニーは、また、映画作品及びテレビ番組の製作又は制作、買付、販売ならびにテ

レビネットワーク及びDirect-to-Consumer（以下「DTC」）配信サービスのオペレーションを行っています。

２．作成の基礎

(1) 要約中間連結財務諸表が国際財務報告基準（以下「IFRS」）に準拠している旨の記載

　ソニーの要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を

満たしており、同規則第312条の規定により、国際会計基準審議会により公表されたIAS第34号に準拠して作成してい

ます。

　要約中間連結財務諸表は、連結会計年度の連結財務諸表で要求されている全ての情報を含んでいないため、前連結

会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものです。

(2) 要約中間連結財務諸表の承認

　要約中間連結財務諸表は、2026年11月10日に、当社代表執行役社長CEOの十時裕樹及び執行役CFOの陶琳によって承

認されています。

(3) 機能通貨及び表示通貨

　要約中間連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨とし、百万円未満を四捨五入して表示していま

す。

(4) 見積り及び判断の利用

　IFRSに準拠した要約中間連結財務諸表を作成するにあたり、会計方針の適用、資産、負債及び収益・費用の報告金

額ならびに偶発資産・偶発負債の開示に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行っています。実際の結果は、

これらの見積り・仮定とは異なる場合があります。なお、見積りや仮定は、継続して見直しています。会計上の見積

りの変更による影響は、見積りを変更した報告期間及びその影響を受ける将来の報告期間において認識されます。

　要約中間連結財務諸表の金額に重要な影響を与える判断、見積り及び仮定は、前連結会計年度に係る連結財務諸表

と同様です。

(5) 会計方針の変更

新たに適用する基準書及び解釈指針

　ソニーが2026年度より適用している基準書は以下のとおりです。

IFRS第９号「金融商品」及びIFRS第７号「金融商品：開示」の修正

　2024年５月、国際会計基準審議会（IASB）は「金融商品の分類及び測定の修正」（IFRS第９号及びIFRS第７号の修

正）を公表しました。これらの修正は、金融資産の分類及び金融負債の認識の中止に関する明確化、ならびにその他

の包括利益を通じて公正価値で測定するものと指定した資本性金融商品の開示等に関するものです。ソニーは2026年

４月１日からこれらの修正された基準を適用しています。これらの基準の適用がソニーの業績及び財政状態に与える

重要な影響はありません。

３．重要性がある会計方針の要約

　要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表において適用

した会計方針と同一です。なお、期中の法人所得税は、事業年度全体についての予想加重平均税率の最善の見積りにも

とづいて認識しています。
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４．セグメント情報

　以下の報告セグメントは、そのセグメントの財務情報が入手可能なもので、その営業利益（損失）が最高経営意思決

定者によって経営資源の配分の決定及び業績の評価に通常使用されているものです。最高経営意思決定者は、個別の資

産情報を使用してセグメント評価を行っていません。ソニーにおける最高経営意思決定者は、社長CEOです。

　ゲーム＆ネットワークサービス（以下「Ｇ＆ＮＳ」）分野には、主にデジタルソフトウェア・アドオンコンテンツの

制作・販売、ネットワークサービス事業及び家庭用ゲーム機の製造・販売が含まれています。音楽分野には、主に音楽

制作、音楽出版及び映像メディア・プラットフォーム事業が含まれています。映画分野には、主に映画製作、テレビ番

組制作及びメディアネットワーク事業が含まれています。エンタテインメント・テクノロジー＆サービス（以下「ＥＴ

＆Ｓ」）分野には、主にイメージング事業、サウンド事業、ネットワークサービス事業及びディスプレイ事業が含まれ

ています。イメージング＆センシング・ソリューション（以下「Ｉ＆ＳＳ」）分野には、主にイメージセンサー事業が

含まれています。その他分野は、ディスク製造事業、記録メディア事業等の様々な事業活動から構成されています。ソ

ニーの製品及びサービスは、一般的にはそれぞれのオペレーティング・セグメントにおいて固有のものです。
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項目

2025年度
中間連結会計期間

2026年度
中間連結会計期間

金額（百万円） 金額（百万円）

売上高：

ゲーム＆ネットワークサービス：

外部顧客に対するもの 1,983,242 2,103,901

セグメント間取引 66,462 41,682

 計 2,049,704 2,145,583

音楽：

外部顧客に対するもの 991,362 1,150,134

セグメント間取引 16,340 10,274

 計 1,007,702 1,160,408

映画：

外部顧客に対するもの 669,502 821,806

セグメント間取引 3,635 6,948

 計 673,137 828,754

エンタテインメント・テクノロジー＆サービス：

外部顧客に対するもの 1,069,404 1,091,367

セグメント間取引 40,591 20,303

 計 1,109,995 1,111,670

イメージング＆センシング・ソリューション：

外部顧客に対するもの 971,647 1,049,417

セグメント間取引 51,185 40,970

 計 1,022,832 1,090,387

その他：

外部顧客に対するもの 35,794 41,221

セグメント間取引 7,179 6,533

 計 42,973 47,754

全社（共通）及びセグメント間取引消去 △176,821 △117,339

 連結合計 5,729,522 6,267,217

ビジネスセグメント情報

セグメント別売上高
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項目

2025年度
中間連結会計期間

2026年度
中間連結会計期間

金額（百万円） 金額（百万円）

営業利益（損失）：

ゲーム＆ネットワークサービス 268,311 422,074

音楽 208,184 228,638

映画 32,515 117,363

エンタテインメント・テクノロジー＆サービス 104,103 106,746

イメージング＆センシング・ソリューション 192,518 276,836

その他 △7,874 △35,154

 計 797,757 1,116,503

全社（共通）及びセグメント間取引消去 △28,828 △17,675

連結営業利益 768,929 1,098,828

金融収益 79,965 45,728

金融費用 △50,532 △43,911

連結税引前利益 798,362 1,100,645

　Ｇ＆ＮＳ分野におけるセグメント間取引は、主としてＥＴ＆Ｓ分野に対するものです。

　ＥＴ＆Ｓ分野におけるセグメント間取引は、主としてＧ＆ＮＳ分野に対するものです。

　Ｉ＆ＳＳ分野におけるセグメント間取引は、主としてＧ＆ＮＳ分野及びＥＴ＆Ｓ分野に対するものです。

　全社（共通）及びセグメント間取引消去には、ブランド及び特許権使用によるロイヤルティ収入が含まれています。

セグメント別損益

　上記の営業利益（損失）は、売上高から売上原価、販売費・一般管理費及びその他の一般費用を差し引き、持分法に

よる投資利益（損失）を加えたものです。
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項目

2025年度
中間連結会計期間

2026年度
中間連結会計期間

金額（百万円） 金額（百万円）

持分法による投資利益（損失）：

ゲーム＆ネットワークサービス 521 △188

音楽 7,214 5,934

映画 △600 346

エンタテインメント・テクノロジー＆サービス 562 1,233

イメージング＆センシング・ソリューション △137 39

その他 △6,556 △23,315

 計 1,004 △15,951

セグメント間取引消去 △4,362 △4,830

 連結合計 △3,358 △20,781

項目

2025年度
中間連結会計期間

2026年度
中間連結会計期間

金額（百万円） 金額（百万円）

減価償却費及び償却費：

ゲーム＆ネットワークサービス 72,357 66,870

音楽 63,803 68,509

映画 237,271 205,727

エンタテインメント・テクノロジー＆サービス 48,826 54,605

イメージング＆センシング・ソリューション 130,949 131,089

その他 1,836 1,859

 計 555,042 528,659

全社（共通）及びセグメント間取引消去 1,537 10,896

 連結合計 556,579 539,555

その他の重要事項

（注）　当社は2025年度より、セグメント間取引の重要性が増したことにともない、「セグメント間取引消去」を独立掲

記しています。この変更にともない、上記の2025年度中間連結会計期間の実績を変更後の区分に合わせて組替再

表示しています。
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項目

2025年度
中間連結会計期間

2026年度
中間連結会計期間

金額（百万円） 金額（百万円）

ゲーム＆ネットワークサービス

デジタルソフトウェア・アドオンコンテンツ 1,060,276 1,129,117

ネットワークサービス 355,329 426,952

ハードウェア・その他 567,637 547,832

 計 1,983,242 2,103,901

音楽

音楽制作（ストリーミング） 404,593 479,229

音楽制作（その他） 217,610 284,945

音楽出版 204,464 234,644

映像メディア・プラットフォーム 164,695 151,316

 計 991,362 1,150,134

映画

映画製作 212,414 392,756

テレビ番組制作 224,979 167,618

メディアネットワーク 232,109 261,432

 計 669,502 821,806

エンタテインメント・テクノロジー＆サービス

イメージング 359,127 368,924

サウンド 137,181 135,838

ネットワークサービス 92,119 97,062

ディスプレイ 237,738 237,402

その他 243,239 252,141

 計 1,069,404 1,091,367

イメージング＆センシング・ソリューション 971,647 1,049,417

その他 35,794 41,221

全社（共通） 8,571 9,371

連結 5,729,522 6,267,217

製品カテゴリー別売上高内訳：

　下記の表は、各セグメントにおける製品カテゴリー別の外部顧客に対する売上高です。ソニーのマネジメントは、

各セグメントをそれぞれ単一のオペレーティング・セグメントとして意思決定を行っています。
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　Ｇ＆ＮＳ分野のうち、デジタルソフトウェア・アドオンコンテンツカテゴリーにはネットワークを通じて販売するソ

フトウェアタイトル及びアドオンコンテンツ、ネットワークサービスカテゴリーにはゲーム、ビデオ及び音楽コンテン

ツ関連のネットワークサービス、ハードウェア・その他カテゴリーには家庭用ゲーム機、パッケージソフトウェア、家

庭用ゲーム機と同梱販売されるソフトウェア、周辺機器及び外部プラットフォーム向け自社制作ソフトウェアなどが含

まれています。音楽分野のうち、音楽制作（ストリーミング）にはストリーミングによるデジタルの音楽制作物の販

売、音楽制作（その他）にはパッケージ及びダウンロードによるデジタルの音楽制作物の販売やアーティストのライブ

パフォーマンス及び物販からの収入、音楽出版には楽曲の詞、曲の管理及びライセンス、映像メディア・プラットフォ

ームにはアニメーション作品及びゲームアプリケーションの制作・販売、音楽・映像関連商品の様々なサービス提供な

どが含まれています。映画分野のうち、映画製作には実写及びアニメーション映画作品の全世界での製作・買付・配

給・販売、テレビ番組制作にはテレビ番組の制作・買付・販売、メディアネットワークには全世界でのテレビネットワ

ーク及びDTC配信サービスのオペレーションなどが含まれています。ＥＴ＆Ｓ分野のうち、イメージングカテゴリーに

はレンズ交換式カメラ及び交換レンズを含む映像制作機器ならびにソリューション、サウンドカテゴリーにはヘッドホ

ン及びワイヤレススピーカー、ネットワークサービスカテゴリーにはインターネット関連サービス、ディスプレイカテ

ゴリーには液晶テレビ、有機ELテレビ及びプロジェクターなどのディスプレイ製品、その他カテゴリーにはスマートフ

ォン、家庭用オーディオ製品、医療用機器ならびにスポーツ審判支援及びコンテンツ制作支援サービスなどが含まれて

います。
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項目

2025年度
中間連結会計期間

2026年度
中間連結会計期間

金額（百万円） 金額（百万円）

売上高：

日本 646,987 641,348

米国 1,856,933 2,119,753

欧州 1,206,051 1,340,006

中国 710,728 712,451

アジア・太平洋地域 791,803 872,375

その他地域 517,020 581,284

 計 5,729,522 6,267,217

地域別情報

　顧客の所在国又は地域別に分類した売上高は以下のとおりです。

　日本、米国ならびに中国以外の各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりです。

(1) 欧州　　　　　　　：イギリス、フランス、ドイツ、スペイン、イタリア

(2) アジア・太平洋地域：インド、韓国、ベトナム、オセアニア

(3) その他地域　　　　：中近東/アフリカ、ブラジル、メキシコ、カナダ

　売上高に関して、欧州、アジア・太平洋地域、その他地域において個別には金額的に重要性のある国はありません。

　報告セグメント間及び地域間の取引は、市場の実勢価格を参考にして、その都度交渉の上で決定しています。

　2025年度及び2026年度の中間連結会計期間において、単一顧客として重要な顧客に対する売上高はありません。
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５．金融商品

(1) 継続的に公正価値で測定する金融商品

　ソニーが各金融商品の公正価値測定に利用している評価技法、それが通常どの公正価値のレベルに分類されている

かは以下のとおりです。

負債性金融商品、資本性金融商品

　活発な市場における取引価格が利用可能である金融商品の公正価値の階層はレベル１に分類されます。レベル１

の金融商品には上場されている資本性金融商品が含まれています。レベル２の金融商品には、上場されている金融

商品ほどには活発に取引されていない取引価格により評価された金融商品が含まれています。取引量が少ないもし

くは評価に使用するインプットの観察可能性が低い金融商品についてはレベル３に分類しています。レベル３の金

融商品には、主に、レベル１・レベル２に分類されなかったプライベートエクイティ投資及びファンド投資が含ま

れています。ソニーはプライベートエクイティ投資の公正価値を主に類似企業の評価倍率や、割引キャッシュ・フ

ローモデルを使用して見積もっています。類似企業の株価純資産倍率及び株価収益率ならびに割引キャッシュ・フ

ローモデルにおいて使用する資本コスト及び継続価値算定に用いるEBITDA倍率等は、レベル３に分類された資本性

金融商品の公正価値評価において重大な観察可能でないインプットとして使用されています。類似企業の株価純資

産倍率及び株価収益率の増加（減少）や、割引キャッシュ・フローモデルにおいて使用する資本コストの減少（増

加）及びEBITDA倍率の増加（減少）により、公正価値は増加（減少）します。ソニーは、ファンド投資の公正価値

を測定するにあたり、主に純資産価値を使用します。ソニーは、レベル３の金融商品の公正価値の検証のため、主

として市場参加者が公正価値の測定に使用すると想定される仮定についてのマネジメントの判断や見積りを含む内

部の価格モデルを使用しています。

デリバティブ

　上場されているデリバティブで、その取引価格を使用して公正価値を評価されているデリバティブの公正価値の

階層はレベル１に分類されます。しかしながら上場されているデリバティブ契約は少数であり、ソニーが保有する

デリバティブ契約の多くは、容易に観察可能な市場パラメータを基礎としたモデルを用いて評価されます。これら

のモデルの多くは、その評価方法に重要な判断を必要としないものであり、モデルで使用しているインプット自体

も活発な価格付けが行われる市場で容易に観察可能なものであるため、主観性の高いものではありません。これら

の技法で評価されている金融商品は、通常レベル２に分類されます。また、重大な観察可能でないインプットが評

価モデルで使用されている場合、そのような金融商品はレベル３に分類されます。
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項目

2026年３月31日

金額（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

要約中間連結財政状態計算書
計上科目

その他の
金融資産
（流動）

その他の
金融資産

（非流動）

資産

純損益を通じて公正価値で測定す

ることが要求される金融資産

負債性証券

日本社債 － － 170 170 － 170

外国社債 － － 6,601 6,601 － 6,601

投資信託及びファンド投資 － － 16,646 16,646 － 16,646

資本性証券 446,932 8,547 15,029 470,508 － 470,508

デリバティブ資産

金利契約 － 20,982 － 20,982 － 20,982

外国為替契約 － 6,972 － 6,972 6,972 －

その他の包括利益を通じて公正価

値で測定することが要求される金

融資産

負債性証券

外国国債 － 158 － 158 － 158

その他の包括利益を通じて公正価

値で測定するものと指定した金融

資産

資本性証券 148,537 － 318,952 467,489 － 467,489

資産合計 595,469 36,659 357,398 989,526 6,972 982,554

項目

2026年３月31日

金額（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

要約中間連結財政状態計算書
計上科目

その他の
金融負債
（流動）

その他の
金融負債

（非流動）

負債

純損益を通じて公正価値で測定す

ることが要求される金融負債

デリバティブ負債

外国為替契約 － 14,553 － 14,553 14,553 －

株式契約 － － 55,663 55,663 55,663 －

条件付対価 － － 16,549 16,549 9,906 6,643

純損益を通じて公正価値で測定す

るものと指定した金融負債

その他の金融負債 － － 78,568 78,568 35,663 42,905

負債合計 － 14,553 150,780 165,333 115,785 49,548

　2026年３月31日及び2026年９月30日現在、ソニーにおいて継続的に公正価値で測定されている資産・負債の公正

価値は、以下のとおりです。
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項目

2026年９月30日

金額（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

要約中間連結財政状態計算書
計上科目

その他の
金融資産
（流動）

その他の
金融資産

（非流動）

資産

純損益を通じて公正価値で測定す

ることが要求される金融資産

負債性証券

日本社債 － － 670 670 － 670

外国社債 － － 7,057 7,057 － 7,057

ファンド投資 － － 16,146 16,146 － 16,146

資本性証券 397,012 11,877 17,151 426,040 － 426,040

デリバティブ資産

金利契約 － 23,161 － 23,161 － 23,161

外国為替契約 － 7,654 － 7,654 7,654 －

その他の包括利益を通じて公正価

値で測定することが要求される金

融資産

負債性証券

外国国債 － 153 － 153 － 153

その他の包括利益を通じて公正価

値で測定するものと指定した金融

資産

資本性証券 360,280 － 323,587 683,867 － 683,867

資産合計 757,292 42,845 364,611 1,164,748 7,654 1,157,094

項目

2026年９月30日

金額（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

要約中間連結財政状態計算書
計上科目

その他の
金融負債
（流動）

その他の
金融負債

（非流動）

負債

純損益を通じて公正価値で測定す

ることが要求される金融負債

デリバティブ負債

外国為替契約 － 11,491 － 11,491 11,491 －

通貨契約 － 8,094 － 8,094 － 8,094

条件付対価 － － 8,492 8,492 2,366 6,126

純損益を通じて公正価値で測定す

るものと指定した金融負債

その他の金融負債 － － 20,338 20,338 － 20,338

負債合計 － 19,585 28,830 48,415 13,857 34,558
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評価技法
重大な観察可能
でないインプット

範囲

2026年３月31日 2026年９月30日

純損益を通じて公正価値で測定するこ

とが要求される金融負債

デリバティブ負債

株式契約

オプション評価

（ブラック・ショ

ールズ）

ボラティリティ 51.1％～67.7％ ―

　純損益を通じて公正価値で測定することが要求される金融資産に区分される資本性証券には主に海外株式が、そ

の他の包括利益を通じて公正価値で測定するものと指定した金融資産に区分される資本性証券には主に国内株式が

含まれています。2025年度及び2026年度中間連結会計期間において、レベル１とレベル２の間における移動はあり

ません。

　ソニーは、Spotify Technology S.A.（以下「Spotify」）の株式を純損益を通じて公正価値で測定することが要

求される資本性証券として保有しています。ソニーが保有するSpotify株式については、株価の変動にアーティス

トとレーベルへの分配見込額及び株価の市場価格変動リスクをヘッジするために利用しているデリバティブの公正

価値変動を反映した株式評価益（損）（税引前）を、要約中間連結損益計算書上、金融収益（費用）に含めていま

す。なお、2026年度中間連結会計期間において、Spotify株式に係る全てのデリバティブ契約が満了し、当該契約

に係る負債のほぼ全額が、ソニーの保有するSpotify株式の一部の引き渡しにより決済されました。

　レベル３に分類されている資産・負債の公正価値測定に用いた評価技法、公正価値測定に重要な影響を与える重

大な観察可能でないインプット、及びその範囲は以下のとおりです。

　レベル３に分類されている資産・負債については、2026年９月30日現在において公正価値測定に重要な影響を与

える重大な観察可能でないインプットはありません。

　なお、レベル３に分類されている上記の負債について、重大な観察可能でないインプットを、合理的に考え得る

代替的な仮定を反映するように変更した場合の公正価値の変動は重要ではありません。
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項目

2025年度中間連結会計期間

金額（百万円）

期首残高

利得又は損失 *1

購入
売却又は

決済
レベル３
への移動

レベル３
からの移動

*4
その他 期末残高純損益に

含まれる
金額 *2

その他の
包括利益に
含まれる
金額 *3

資産

純損益を通じて公正価値で測定

することが要求される金融資産

負債性証券

日本社債 33 － － 6 － － － 150 189

外国社債 2,849 △11 － 46 － － － － 2,884

投資信託及びファンド投資 66,863 △1,852 △30 3,363 △2,118 － － － 66,226

資本性証券 9,678 158 1 1,246 △160 － － － 10,923

デリバティブ資産

株式契約 2,346 △2,160 △51 － － － － － 135

純損益を通じて公正価値で測定

するものと指定した金融資産

負債性証券

外国社債 6,042 74 － － － － △1,808 － 4,308

その他の包括利益を通じて公正

価値で測定することが要求され

る金融資産

負債性証券

日本社債 111,792 4 △17,509 － － － － － 94,287

外国社債 61,068 727 70 29,629 △16,921 － － － 74,573

証券化商品 48,878 154 19 31,207 △4,816 － △12,650 － 62,792

その他の包括利益を通じて公正

価値で測定するものと指定した

金融資産

資本性証券 302,488 － △15,513 4,554 △1,902 － － － 289,627

負債

純損益を通じて公正価値で測定

することが要求される金融負債

デリバティブ負債

株式契約 118,606 79,356 1,097 － － － － － 199,059

条件付対価 25,785 328 △12 1,008 △8,715 － － 33 18,427

純損益を通じて公正価値で測定

するものと指定した金融負債

その他の金融負債 52,963 1,997 △32 4,784 － － － － 59,712

　2025年度中間連結会計期間及び2026年度中間連結会計期間におけるレベル３に分類されている資産・負債の公正

価値の変動は以下のとおりです。
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項目

2026年度中間連結会計期間

金額（百万円）

期首残高

利得又は損失 *1

購入
売却又は

決済
レベル３
への移動

レベル３
からの移動

*4
その他 期末残高純損益に

含まれる
金額 *2

その他の
包括利益に
含まれる
金額 *3

資産

純損益を通じて公正価値で測定

することが要求される金融資産

負債性証券

日本社債 170 － － 500 － － － － 670

外国社債 6,601 290 － 166 － － － － 7,057

ファンド投資 16,646 △636 △100 615 △379 － － － 16,146

資本性証券 15,029 △1,284 － 3,717 △311 － － － 17,151

その他の包括利益を通じて公正

価値で測定するものと指定した

金融資産

資本性証券 318,952 － △7,226 17,662 △5,698 － △103 － 323,587

負債

純損益を通じて公正価値で測定

することが要求される金融負債

デリバティブ負債

株式契約 55,663 △7,700 △179 － △47,784 － － － －

条件付対価 16,549 △744 △237 265 △8,189 － － 848 8,492

純損益を通じて公正価値で測定

するものと指定した金融負債

その他の金融負債 78,568 △468 △104 2,200 － － － △59,858 20,338

（注）*1　負債項目は利得を負の値、損失を正の値で表示しています。

*2　要約中間連結損益計算書上、その他の営業損（益）（純額）、金融収益、金融費用及び非継続事業からの中

間純利益に含まれています。なお、金融事業を営む完全子会社であったソニーフィナンシャルグループ株式

会社（以下「SFGI」）のパーシャル・スピンオフ（以下「金融事業のパーシャル・スピンオフ」）の方針に

係る決議にともない、金融事業を非継続事業に分類したことにより、2025年度中間連結会計期間において、

従来要約中間連結損益計算書上、金融ビジネス収入に計上されていた金融事業の損益については非継続事業

からの中間純利益に含まれています。

*3　要約中間連結包括利益計算書上、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品の変動、在

外営業活動体の換算差額及び非継続事業からのその他の包括利益に含まれています。なお、金融事業のパー

シャル・スピンオフの方針に係る決議にともない、金融事業を非継続事業に分類したことにより、2025年度

中間連結会計期間において、従来要約中間連結包括利益計算書上、その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する資本性金融商品の変動及びその他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融商品の変動に計

上されていた金融事業のその他の包括利益については非継続事業からのその他の包括利益に含まれていま

す。

*4　観察可能な市場データが利用可能となったため、一部の金融資産がレベル３から移動しました。なお、４月

１日から９月30日までの期間にレベル間の移動が生じた場合、４月１日に生じたとみなし、10月１日から翌

年３月31日までの期間にレベル間の移動が生じた場合、10月１日に生じたとみなして移動額を計算していま

す。
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項目

2025年度
中間連結会計期間

2026年度
中間連結会計期間

金額（百万円） 金額（百万円）

資産

純損益を通じて公正価値で測定することが要求される金

融資産

負債性証券

外国社債 △11 290

投資信託及びファンド投資 △1,388 △636

資本性証券 97 △1,542

デリバティブ資産

株式契約 △2,160 －

純損益を通じて公正価値で測定するものと指定した金融

資産

負債性証券

外国社債 74 －

その他の包括利益を通じて公正価値で測定することが要

求される金融資産

負債性証券

日本社債 4 －

外国社債 727 －

証券化商品 154 －

負債

純損益を通じて公正価値で測定することが要求される金

融負債

デリバティブ負債

株式契約 △79,356 －

条件付対価 △106 △25

純損益を通じて公正価値で測定するものと指定した金融

負債

その他の金融負債 △1,997 468

　2025年度中間連結会計期間末及び2026年度中間連結会計期間末に保有するレベル３に分類されている資産・負債

に関連する純損益に計上した未実現利益（損失）の変動は以下のとおりです。

（注） 未実現利益（損失）は、要約中間連結損益計算書上、その他の営業損（益）（純額）、金融収益、金融費用及

び非継続事業からの中間純利益に含まれています。なお、金融事業のパーシャル・スピンオフの方針に係る決

議にともない、金融事業を非継続事業に分類したことにより、2025年度中間連結会計期間において、従来要約

中間連結損益計算書上、金融ビジネス収入に計上されていた金融事業の損益については非継続事業からの中間

純利益に含まれています。
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項目

2026年３月31日

金額（百万円）

公正価値 帳簿価額

レベル１ レベル２ レベル３ 計 計

負債

長期借入債務（１年以内に返済期限の

到来する長期借入債務を含む）
－ 962,660 1,874 964,534 990,803

負債合計 － 962,660 1,874 964,534 990,803

項目

2026年９月30日

金額（百万円）

公正価値 帳簿価額

レベル１ レベル２ レベル３ 計 計

負債

長期借入債務（１年以内に返済期限の

到来する長期借入債務を含む）
－ 1,367,839 1,814 1,369,653 1,401,966

負債合計 － 1,367,839 1,814 1,369,653 1,401,966

(2) 償却原価で測定されている金融商品

　2026年３月31日及び2026年９月30日現在、償却原価で測定されている金融商品のレベルごとの公正価値は以下のと

おりです。

　上記の表には、償却原価で測定する金融商品のうち、主として短期取引であり帳簿価額が公正価値と近似するもの

を含めていません。また、要約中間連結財政状態計算書上、その他の金融負債に含まれている売建プット・オプショ

ン負債についても、帳簿価額と公正価値がおおむね同額であるため、上記の表には含めていません。

　レベル２に分類されている１年以内返済予定分を含む長期借入債務の公正価値は、主に類似した負債のソニーの現

在の利率を使って、将来キャッシュ・フローを割り引いた金額で見積もられています。
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６．関連会社及び共同支配企業に対する投資

　SFGIが2026年６月25日に開催した同社の定時株主総会の終結をもって、SFGIの取締役会の構成などを考慮した結果、

当社はSFGIに対して重要な影響力を有しなくなったと判断したことから、2026年度第１四半期において、SFGIを持分法

適用の範囲から除外し、SFGIの普通株式（以下「SFGI株式」）を関連会社株式からその他の包括利益を通じて公正価値

で測定する資本性金融商品へ区分変更しました。SFGIを持分法適用の範囲から除外したことによって生じた損益の金額

に重要性はありません。

７．非金融資産の減損

　ソニーは、2025年度中間連結会計期間において、Ｇ＆ＮＳ分野のBungie, Inc.に関連するコンテンツ資産及びその他

の無形資産等に対して、減損損失を売上原価及びその他の営業損（益）（純額）にそれぞれ16,071百万円及び15,411百

万円計上しました。ソニーは事業環境を踏まえてBungie, Inc.の将来の見通しの見直しを行った結果、帳簿価額を上回

る十分な将来キャッシュ・フローが得られないと判断し、かかる減損損失を計上しました。回収可能価額は、税引前割

引率16.3％を使用して使用価値により測定しています。
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（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2025年11月11日

取締役会
普通株式 74,714百万円 利益剰余金 12円50銭 2025年９月30日 2025年12月５日

2026年11月５日

取締役会
普通株式 102,197百万円 利益剰余金 17円50銭 2026年９月30日 2026年12月４日

項目

金額（百万円）

2025年４月１日
現在残高

当社株主に
帰属するその他の

包括利益

利益剰余金への
振替額

非支配持分株主と
の取引及びその他

所有者分配目的
保有への振替

2025年９月30日
現在残高

その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する資本性金融商品の変動 *
△58,315 2,716 △857 - 4,747 △51,709

その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する負債性金融商品の変動 *
△1,346,306 △262,844 - - 1,609,300 150

キャッシュ・フロー・ヘッジ 15,470 △4,548 - - - 10,922

確定給付制度の再測定 * - △30 30 - - -

在外営業活動体の換算差額 873,514 91,565 - 5,210 - 970,289

保険金融収益（費用） * △60,685 228,593 - - △167,908 -

持分法によるその他の包括利益 10,642 909 3 - - 11,554

その他 * △767 △206 - - 973 -

合計 △566,447 56,155 △824 5,210 1,447,112 941,206

項目

金額（百万円）

2026年４月１日
現在残高

当社株主に
帰属するその他の

包括利益

利益剰余金への
振替額

2026年９月30日
現在残高

その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する資本性金融商品の変動
△74,860 29,690 1,594 △43,576

その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する負債性金融商品の変動
150 - - 150

キャッシュ・フロー・ヘッジ 12,086 △416 - 11,670

確定給付制度の再測定 - △1,655 1,655 -

在外営業活動体の換算差額 1,302,422 △104,288 - 1,198,134

持分法によるその他の包括利益 △10,427 24,502 △251 13,824

合計 1,229,371 △52,167 2,998 1,180,202

８．資本

(1) 配当

　基準日が2025年度中間連結会計期間及び2026年度中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期

となるものは以下のとおりです。

(2) その他の包括利益

　2025年度中間連結会計期間及び2026年度中間連結会計期間における累積その他の包括利益（税効果考慮後）の項目

別の変動は以下のとおりです。

* 一部又は全部の金額が、非継続事業からのその他の包括利益に含まれています。詳細は、注記13に記載しています。
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９．収益

　売上高のセグメント別、製品カテゴリー別及び地域別の内訳については注記４に記載しています。

2025年度
中間連結会計期間

2026年度
中間連結会計期間

基本的及び希薄化後１株当たり情報の計算に用いる当社株

主に帰属する中間純利益（百万円）
598,877 791,764

継続事業 570,452 791,764

非継続事業 28,425 －

普通株式の加重平均株式数（千株） 5,999,085 5,869,913

ストック・オプション（千株） 26,036 17,314

譲渡制限付株式ユニット（千株） 10,667 8,078

希薄化後普通株式の加重平均株式数（千株） 6,035,788 5,895,305

基本的１株当たり当社株主に帰属する中間純利益（円） 99.83 134.89

継続事業 95.09 134.89

非継続事業 4.74 －

希薄化後１株当たり当社株主に帰属する中間純利益（円） 99.22 134.30

継続事業 94.51 134.30

非継続事業 4.71 －

10．基本的及び希薄化後EPSの調整表

　2025年度中間連結会計期間及び2026年度中間連結会計期間における基本的及び希薄化後EPSの調整計算は以下のとお

りです。

　2025年度中間連結会計期間において、希薄化後EPSの計算から除いた潜在株式はありません。2026年度中間連結会計期

間においては、希薄化後EPSの計算から除いた潜在株式数は10,009千株で、内容はストック・オプションです。

11．キャッシュ・フローに関する補足情報

　2026年７月15日、当社の音楽分野の連結子会社は、特定の音楽資産等を保有する会社の全ての持分を取得しました。

ソニーは当該会社を連結子会社とするとともに、かかる取得については、事業を構成しない資産グループの取得として

認識しました。本取引の現金対価は256,381百万円であり、当該会社が保有していた現金及び現金同等物を控除した

239,866百万円を投資活動によるキャッシュ・フローの「ビジネスの買収等による支出」に含めています。ソニーは本

取引により、542,652百万円のコンテンツ資産（ミュージック・カタログ）及び当該資産を担保とする308,721百万円の

長期借入債務を認識しました。また、ソニーは、本取引の一環として第三者から現金出資を受け入れ、66,302百万円の

非支配持分を認識しました。
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12．パーチェス・コミットメント、偶発債務及びその他

(1) パーチェス・コミットメント

　2026年３月31日及び2026年９月30日現在の有形固定資産及び無形資産（コンテンツ資産を除く）のパーチェス・コ

ミットメントの残高は、それぞれ84,969百万円及び185,127百万円です。

　上記のほか、ソニーは、物品又は役務提供を受けるサービスに対するパーチェス・コミットメントを締結していま

す。下記に記載のものを除き、個々に重要なものはありません。

　Ｇ＆ＮＳ分野におけるパーチェス・コミットメントの残高は、2026年３月31日及び2026年９月30日現在、それぞれ

33,691百万円及び27,947百万円です。これらは主に、ゲームソフトウェアの開発、販売及び配信に関する長期契約に

関するものです。これらの契約は多様な期間にわたりますが、主として、それぞれの会計期間末から３年以内の期間

に関するものです。

　音楽分野におけるパーチェス・コミットメントの残高は、2026年３月31日及び2026年９月30日現在、それぞれ

342,183百万円及び334,090百万円です。これらは主に、音楽アーティスト、作詞家ならびに音楽ソフトやビデオの制

作・販売会社との間で締結した、将来の音楽作品の制作・配信・ライセンシングに関する契約に関するものです。こ

れらの契約は多様な期間にわたりますが、主として、それぞれの会計期間末から４年以内の期間に関するものです。

　映画分野におけるパーチェス・コミットメントの残高は、2026年３月31日及び2026年９月30日現在、それぞれ

184,667百万円及び155,604百万円です。これらは主に、製作関係者との間で締結した映画の製作及びテレビ番組の制

作を行う契約、第三者との間で完成した映画作品又はそれに対する一部の権利を購入する契約及びスポーツイベント

の放映権を購入する契約に関するものです。これらの契約は多様な期間にわたりますが、主として、それぞれの会計

期間末から３年以内の期間に関するものです。

　このほかソニーは、部材の調達契約を締結しています。2026年３月31日及び2026年９月30日現在、これらの契約に

もとづく支払予定額はそれぞれ78,058百万円及び49,595百万円です。

　また、ソニーは、一部のITサービス利用に係る長期契約を締結しています。2026年３月31日及び2026年９月30日現

在、これらの契約にもとづく支払予定額はそれぞれ217,792百万円及び252,305百万円です。

(2) 訴訟

　当社及び一部の子会社は、複数の訴訟の被告又は政府機関による調査の対象となっています。しかし、ソニーが現

在知り得るかぎりの情報にもとづき、それらの訴訟その他の法的手続により生じ得る結果は、ソニーの業績及び財政

状態に重要な影響を与えることはないと考えています。

(3) 保証債務

　ソニーは、ある特定の事象又は状況が発生した場合に、被保証者への支払要求に対して保証を行っています。2026

年３月31日及び2026年９月30日現在の保証債務にもとづく将来の潜在的支払債務は、それぞれ最大で4,073百万円及

び3,349百万円です。
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2025年度
中間連結会計期間

2026年度
中間連結会計期間

金額（百万円） 金額（百万円）

金融ビジネス収入 678,023 －

金融ビジネス費用 640,811 －

その他の損益 △237 －

非継続事業からの税引前利益 36,975 －

法人所得税 8,550 －

非継続事業からの中間純利益 28,425 －

非継続事業からのその他の包括利益（税効果考慮後） 30,969 －

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本

性金融商品の変動
963 －

確定給付制度の再測定 △106 －

純損益に振り替えられる可能性のある項目

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債

性金融商品の変動
△293,622 －

保険金融収益（費用） 323,982 －

その他 △248 －

非継続事業からの中間包括利益 59,394 －

13．非継続事業

　2025年５月14日開催の当社取締役会において、金融事業のパーシャル・スピンオフの実行に係る方針を決議しまし

た。これにともない、2025年度第１四半期において、SFGI株式の分配の可能性が非常に高いと判定し、IFRS第５号

「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」に従い、金融事業を非継続事業に分類しました。その結果、2025

年度第１四半期より、要約中間連結損益計算書、要約中間連結包括利益計算書及び要約中間連結キャッシュ・フロー

計算書において、金融事業の収益、費用、その他の包括利益及びキャッシュ・フロー等を、金融事業を除く継続事業

と区分し、それぞれ非継続事業からの純利益、非継続事業からのその他の包括利益及び非継続事業からのキャッシ

ュ・フローとして表示しています。

　その後、当社は2025年10月１日付で金融事業のパーシャル・スピンオフを実行しました。

非継続事業の業績
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２【その他】

(1) 配当決議に係る状況

期末配当

　2026年５月８日開催の当社取締役会において、前期期末配当に関し、以下のとおり決議しました。

１  期末配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・73,846百万円

２  １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・12.50円

３  支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・2026年６月１日

（注）2026年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主もしくは登録株式質権者に対し、支払い

を行いました。

中間配当

　2026年11月５日開催の当社取締役会において、当期中間配当に関し、以下のとおり決議しました。

１  中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・102,197百万円

２  １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・17.50円

３  支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・2026年12月４日

（注）2026年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主もしくは登録株式質権者に対し、支払い

を行います。

(2) 訴訟

訴訟事件等については、「第４　経理の状況」要約中間連結財務諸表注記『12．パーチェス・コミットメント、

偶発債務及びその他』に記載のとおりです。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独 立 監 査 人 の 中 間 連 結 財 務 諸 表 に 対 す る 期 中 レ ビ ュ ー 報 告 書

2026年11月10日

ソニーグループ株式会社

取　締　役　会　御　中

PwC Japan有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 石　橋　武　昭

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 光　廣　成　史

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 近　藤　　　仁

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 高　島　静　枝

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているソニーグループ株

式会社の2026年4月1日から2027年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年4月1日から2026年9月30日ま

で）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算書、要約中間連結包

括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを

行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作成

方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、ソニーグループ株式会

社及び連結子会社の2026年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用さ

れる規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

要約中間連結財務諸表に対する経営者及び監査委員会の責任

　経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第1号「財務諸表の表示」第4項に基づき、継続企業に関する事項を開示す

る必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第1号「財務諸

表の表示」第4項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、

継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続

できなくなる可能性がある。

・要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせる

事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並

びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないか

どうかを評価する。

・要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項につ

いて報告を行う。

　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害

要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

（注）　１．　上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．　XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2026年11月10日

【会社名】 ソニーグループ株式会社

【英訳名】 SONY GROUP CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表執行役　十時　裕樹

【最高財務責任者の役職氏名】 執行役　　　陶　琳

【本店の所在の場所】 東京都港区港南１丁目７番１号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

【表紙】
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１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社の代表執行役の十時 裕樹ならびに執行役及び最高財務責任者である陶 琳は、当社の2026年度中（自 2026年

４月１日 至 2026年９月30日）の半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確

認しました。

２【特記事項】

　該当事項はありません。
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